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研究成果の概要： 

高等学校の学校経営上の課題とコンサルテーションのニーズについて質問紙調査を実施した。
共通する課題としては、予算不足、教職員の意識が変わらないこと、予算の裁量性が乏しいこ
と、特定の専門性を有する職員が不足していることなどがある。また、学校経営上の課題及び
知識ニーズと支援ニーズは、普通科と専門学科で異なるとともに、普通科でも難関大学への進
学の重視度によって異なることが明らかになった。 

学校経営に関するコンサルテーションを行っている研究者による 2 回の検討会を通じて、①
目先の課題にとらわれないコンサルテーションの重要性とその技法、②学校経営コンサルテー
ションとスクールリーダー教育の基盤となる学校管理職の専門職基準の必要性、その内容、活
用方法等を明らかにした。 
 学校経営コンサルテーションについてシャインのプロセス・コンサルテーションの理論を援
用して検討を加え、広義のプロセス・コンサルテーションが学校変革を促す際にも有効である
ことを明らかにした。 
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１．研究開始当初の背景 

自律的学校経営を志向する教育改革の中
で，個々の学校がグランドデザインを描き，
学校評価を通じて課題を明確化しつつ改善
に取り組むとともに，説明責任を果すように
なることが求められている。自治体レベルで
も，学校評価や教職員評価のシステム開発が
急務となっている。教職員研修に文部科学省

の開発した「学校組織マネジメント研修」が
導入され，学校経営に組織マネジメントの理
論と手法が取り入れられてきている。このよ
うな中で，学校経営の実態を診断し，課題を
明らかにし，その効果的な解決を援助するコ
ンサルテーションへの需要は急激に高まっ
ている。しかし，これまでのところ学校経営
に関する効果的なコンサルテーションの理



論と手法の解明が進んでいるとは言えない
状況である。 
 第一に，日本の場合，学校経営に対するコ
ンサルテーションに関する研究そのものが
ほとんど蓄積されていない。例えば国立情報
学研究所の論文情報ナビゲータにおいて，
「学校」と「コンサルテーション」を論文名
のキーワードとして検索すると 76 件がヒッ
トするが，児童生徒あるいは教師を対象とし
た臨床心理学的なコンサルテーションか特
別支援教育に関わるコンサルテーションに
関する論文であり，学校経営に対するコンサ
ルテーションを扱ったものは皆無である
（2006 年 10 月 3 日現在）。 
 第二に，学校経営に対するコンサルテーシ
ョンの理論は，シャイン（Schein, E. H.）
のコンサルテーションの 3つのモデルの紹介
（小野ほか編 2004）のように，一般的なコ
ンサルテーション理論の紹介と当てはめの
域を出ていない。学校経営に対するコンサル
テーションの先進国イギリスでも，目標管理
的な理論と手法による学校経営への介入が，
学校組織の実態に適合していないために学
校改善につながっていないことが指摘され
ている（Cannon 2006）。 
 第三に，日本においても学校経営研究者に
よる学校経営に対するコンサルテーション
はさまざまに行われている。しかし，それぞ
れの実践の紹介と検討にとどまり，さまざま
な実践を総合的に検討したり，比較検討した
りすることはなされていないため，学校経営
に対するコンサルテーションの理論と手法
の開発につながっていない（大脇・田村 2002，
佐古・中川 2006 など）。また，小野ほか編
（2004）は研究者による学校経営実践へのさ
まざまな関わりを検討しているが，学校経営
研究の方法論へと議論を収斂させているた
め，コンサルテーションの理論と手法の開発
にはなっていない。 
 第四に，学校や教育委員会が学校経営に関
してどのようなコンサルテーション・ニーズ
をもっているかが明らかにされていない。と
くに学校評価の導入を中心とする近年の学
校経営改革の中で，学校や教育委員会のコン
サルテーション・ニーズは高まっている。そ
のコンサルテーション・ニーズは学校や教育
委員会の置かれた経営条件によって異なる
ものと考えられるので，その詳細を明らかに
することが必要である。 
 以上のことから，①学校と教育委員会の学
校経営に関するコンサルテーション・ニーズ
を解明し，②それに応えうる効果的なコンサ
ルテーション手法を開発し，③一般的な理論
のあてはめではなく学校の組織特性に応じ
たコンサルテーションの理論を構築するこ
とが急務であるといえる。 
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２．研究の目的 
（1）学校経営に関するコンサルテーショ
ン・ニーズの解明 
（2）学校経営に対する効果的なコンサルテ
ーション手法の特徴の解明 
（3）学校組織に適合的なコンサルテーショ
ン理論の構築 
 
３．研究の方法 
 研究の方法としては、目的（1）に関して
は高等学校の校長を対象とした質問紙調査
を実施した。調査対象校は関東地方の全公立
高等学校 929 校の校長である。2008 年 1 月
から 3 月にかけて郵送法で実施した。主な質
問項目は学校と校長の属性のほか、①学校目
標、②学校目標の達成状況、③学校目標達成
上の課題、④学校目標達成のための知識ニー
ズ、⑤外部機関との連携の実態と連携要請、
⑥研究者・学会への支援ニーズ、である。有
効回収数は 186 校（20.0％）であった。 
目的（2）については、学校経営コンサル

テーションの事例研究を行うとともに、個々
の研究者が行っているコンサルテーション
の実績とそこから得られた知見を交流する
ために 2 回のフォーラムを開催した。 

目的（3）については文献研究を行った。 
なお、本研究では学校経営コンサルテーシ

ョン活動の範囲を広くとらえ、スクールリー
ダー教育も研究の対象とした。 
 
４．研究成果 
 
Ⅰ 学校経営コンサルテーション・ニーズ 
公立高等学 校においては共通する経営課
題と支援ニーズがある一方、学校タイプによ
る差異も見られた。 
 共通する課題としては、予算不足、教職員
の意識が変わらないこと、予算の裁量性が乏
しいこと、特定の専門性を有する職員が不足
していることなどが挙げられている。それに
対応して教職員の意識変革に対する知識ニ



ーズと支援ニーズが高くなっている。また、
効果的な学習指導についての知識ニーズと
授業改善・学習指導に関する支援ニーズも全
般的に高い。 
 学校タイプ別にみると進学校タイプでは
重点目標が共有されていないという経営上
の課題が比較的強く意識されている。そこか
ら校内の協力体制づくりに関する知識ニー
ズが高くなっているが、同時に個々の教員の
力量向上の方法に関する知識ニーズと授業
改善・学習指導に関する支援ニーズも高い。 
 中堅校タイプでは他のタイプ以上に教職
員の意識が変わらないことが課題とされる
とともに、リーダーシップを発揮できる教員
がいないことが課題とされている。それに対
応して教職員の意識変革の方法やミドルリ
ーダーの育て方に関する知識ニーズが高く
なっている。カリキュラムマネジメント、自
己評価、授業研究の進め方、校内研修システ
ムの構築に関する知識ニーズも比較的高い。 
 困難校タイプは卒業後進路未決定者や中
退者など教育上の課題を抱え、教員の力量不
足、リーダーシップを発揮できる教員がいな
い、保護者の協力が得られないなどの経営上
の課題が認識されている。知識ニーズとして
は生徒指導の方法、キャリア教育の方法など
教育活動に直接かかわる知識に関するニー
ズが高いことが特徴である。支援ニーズとし
ても授業改善・学習指導、生徒の学習、生徒
指導、教育相談、地域連携、学校組織マネジ
メント、生徒募集戦略、特別支援教育など多
岐にわたったニーズが表明されている。 
 専門学科タイプでは卒業後進路未決定者
や中退者、入学定員の確保がとくに課題とな
っている。経営的には教員の力量不足、リー
ダーシップを発揮できる教員がいないこと、
保護者の協力が得られないなどの課題が比
較的強く意識されている。それに対応して、
ミドルリーダーの育て方についての知識ニ
ーズと学校組織マネジメントに対する支援
ニーズが高くなっている。 
 
Ⅱ コンサルテーションの手法 
（1）第 1回フォーラム 
 第 1回フォーラムは 2007 年 8月 25日に開
催された。まず午前中に小松郁夫氏（国立教
育政策研究所、当時）と佐古秀一氏（鳴門教
育大学）からそれぞれの活動実績に基づく発
表があったのち，それに関する質疑応答を行
った。午後には，午前中の議論を踏まえてグ
ループで討議し，各グループからの報告を行
った。 
 また、第 2回フォーラム第 1日は、2008 年
10 月 25 日に開催された。「スクールリーダー
教育のエッセンスを探る」のテーマの下に、
大阪府教育センター（喜多英一氏）「府立学
校マネジメント研修・府立学校首席研修」、

岡山大学大学院（佐藤博志氏）「教職大学院
におけるスクールリーダー教育―バックワ
ード・マッピングを活用した学校変革プラン
の作成―」、九州大学大学院（雪丸武彦氏、
楊川氏）「学校管理職マネジメント短期研修
プログラム」、兵庫県教育委員会（世良田重
人氏）・兵庫教育大学（加治佐哲也氏）「ニュ
ーリーダー特別研修」、広島大学（林孝氏、
曽余田浩史氏、曽余田順子氏）・東広島市生
涯学習課（村上俊治氏）「東広島市教職員キ
ャリアアップ研修」の報告があった。第 2日
（2008 年 10 月 26 日）には「スクールリーダ
ー教育の基盤を探る～スクールリーダー像
の探究」のテーマの下に、浜田博文氏（筑波
大学）、池田芳和氏（港区立御成門小学校長・
全国連合小学校長会長）、大脇康弘氏（大阪
教育大学）の発表を受け、全体討議を行った。 
 以下は、2回のフォーラムでの論点のまと
めである。 
①コンサルテーションのニーズ 
分権改革の中で，地方や学校レベルで改革

方策を開発したり，そのために確かな情報を
得たりすることへのニーズが高まっている
という見解があった。また、これまでもコン
サルテーションは必要であったはずで，その
必要性を自覚していない学校が問題であり，
そこにどうアプローチするかが課題である
という意見が述べられた。 
②コンサルテーションのタイプ 
 多くの場合コンサルテーションは「医者―
患者モデル」でとらえられているように思わ
れるが，「病気にならないプロセス・モデル」
という捉え方もあるのではないかという指
摘があった。このことと関わって，どこまで
をコンサルテーションと呼ぶか，その外延を
自覚的に議論することが必要であるという
意見が述べられた。 
③一般組織論と教育組織の特殊性論 
 小松氏からは，学校組織の特殊性論に逃げ
込むことで，学校の組織や経営の捉え方に一
般組織論や経営論の成果が十分とりいれら
れていないのではないかという問題提起が
なされた。また，一般組織論の方が刺激的で
あり，例えば高等学校でのリーダーシップの
発揮などには一般組織論の考え方が適して
いるのではないかという指摘がなされた。そ
れに対して佐古氏からは，一般経営学の知識
ベースは膨大で学ぶべきものは多いとしつ
つ，それを踏まえた上で，学校の課業構造，
教職の特性を考え，それに適合した考え方を
構築することが必要であるとの指摘がなさ
れた。 
④コンサルテーションのゴール 
 佐古氏からは，ファシリテート・チームと
して変革主体が内在化されることがゴール
であるという指摘があった。ファシリテーシ
ョンが外部からではなく内部から行われる



ようになること，しかもその担い手が個人で
はなくチームとして成り立つことが重要で
ある。それが成り立つとコンサルテーション
は要らなくなるということであった。 
⑤実践と研究 
 実践に関わるようになると，研究はやりや
すくなるのか難しくなるのか。研究者と学校
とのかかわりが密になってくると，研究とし
てデータを取りにくくなるのではないかと
いう質問が出された。それに対して佐古氏か
らは，学校の教師には成果が見えにくいので，
成果をモニタリングしフィードバックする
ことが研究者の役割であるが，研究者も外部
者ではなくなってくるのでインタビューな
どが難しくなる。そのため，柔軟な研究方法
論が必要であることが指摘された。 
⑥スクールリーダー教育 
 スクールリーダー教育の一環として、受講
者の勤務校の改善プランを作成したりする
場合である。大学教員などの指導の下に勤務
校の課題を分析し、改善プランを構想し、場
合によっては一部分であれ実践してその効
果を検証したりする。指導者が学校に出向く
こともあるだろう。そうした場合、スクール
リーダー教育と学校経営コンサルテーショ
ンはかなりの部分で重なる。勤務校の実態分
析をし、改善プランを構想している受講者を
指導するという形で、学校経営コンサルテー
ションが行われている。 
（3）事例研究 
 学校経営計画作成に関するコンサルテー
ションとコーチングを通した教育活動に関
するコンサルテーションの事例分析を行い、
経営計画で設定したコンセプトから探究す
るしくみやしかけにまで繋げていくことを
視野に入れたコンサルテーションを考えて
いく必要があること、また研修自体をプロセ
ス・コンサルテーションで行なうことにより，
教職員のダブルループ学習への方向付けの
きっかけとなることが明らかとなった。 
 
Ⅲ 学校経営コンサルテーションの理論 
 コンサルタントの仕事とは、介入、すなわ
ちクライアントの問題解決に役立つ何らか
の行為を行うことによって、援助の手を差し
伸べることであると言って良いだろう。リピ
ット(Lippitt,1959）は、コンサルタントと
クライアントの関係について、次のように述
べている。コンサルテーション関係とは、任
意に成立し、専門的援助を与える者（コンサ
ルタント）と、その援助を必要とするクライ
アントとの間に結ばれるものであり、クライ
アントが現在抱えているか、もしくは将来生
じる可能性のあるなんらかの問題を解決す
るために、コンサルタントが手を貸そうとし
ている状態を指す。両当事者は、ともにその
関係が一次的なものであると了解していて、

コンサルタントは、クライアントが位置づけ
られているいかなる階層的権限システムに
も属さないことを条件とする(1)。 
 このようなリピットの指摘に関わらず、現
実には、内部コンサルタントの存在や、コン
サルタントによる援助が必ずしもコンサル
テーションに関する専門性に裏打ちされて
いない場合など、コンサルタントに携わる者
の要件が上記の定義に該当しない場合も、あ
り得るものと思われる。したがって、コンサ
ルテーションについて考えるに際しては、コ
ンサルタントとは「誰」かを説明するよりも、
誰のためにどのような目的で、何をどのよう
に行うかを考えることが重要と考える(2) 
 エドガー・シャイン（E.H.Schein）は『プ
ロセス・コンサルテーション：組織開発にお
けるその役割』と題した 1969 年の著作の中
で、コンサルティングの基本的な３つのモデ
ルを提示している(3)。 
 第一のモデルは「買い取り型」である。こ
れは、クライアントが自分で供給できない専
門家の情報もしくは専門家のサービスを買
い取ることを指し、「専門知識購入型」(4)ある
いは「情報－購入型」「専門家モデル」(5)とも
称されている。買い手（クライアント）が何
かを知りたい、やりたいといった要求を決め、
組織自体に時間又は能力がない場合に、コン
サルタントに依頼して、それらの要求を満た
すことになる。 
 このタイプにおいては、クライアントがど
のような情報、もしくはサービスが欲しいの
かがわかっていることが前提となる。したが
って、コンサルテーションの成否はクライア
ントが、(1)自らの要求を正しく診断してい
るか (2)その要求をコンサルタントに正し
く伝えているか、(3)正しい情報やサービス
を提供する能力がコンサルタントにあるか
どうかを見抜いているか、(4)コンサルタン
トが勧告する変革を実施したらどんなこと
になるかを熟慮したか、といった点にかかっ
ている。 
 第二のモデルは「医師－患者型」であり、
コンサルタントが問題を見極めて、治療を行
うタイプである。この場合には、クライアン
トが、(1)何等かの治療が必要であると正確
に把握しているか、(2)防衛的にならずにコ
ンサルタントに情報提供を行うか、(3)診断
を信じて処方を受け入れるか、といった点が
重要になる。 
 第三のモデルは「プロセス・コンサルテー
ション（PC）」である。PC とは、クライアン
トの世界で起こる色々な出来事を、クライア
ントが認知し、理解し、それに対応するよう
に援助することを言う。援助を求める側、す
なわちクライアント自身が、内部・外部環境
において生じている出来事のプロセスに気
づき、理解し、それに従った行動ができるよ



うになることによって、クライアントが定義
した問題状況が改善される。クライアントが
自分で問題を理解し、自分たちが行う治療法
を考えない限り、彼らが解決法を実行に移す
ことが期待できないからである。自らが問題
を解決することを学ぶことによって、問題は
長期にわたって再燃することなく、効果的に
解決されることになる。このことに関連し、
シャインは、第一と第二のモデルは、問題を
片付ける（適応する）学習、すなわちシング
ルループ学習であるのに対し、PC はクライア
ントが自らの学習する能力を増大させるこ
とにより、将来も自らの問題を解決できるよ
うになるダブルループ学習であると述べて
いる(6)。 
 このモデルでは、クライアントの防衛的感
情や依存心を除去できるかといった点が重
要になる。したがって、コンサルタント側の
積極的な質問と聴き取りによって、クライア
ントとコンサルタントの立場を均等化する
といったプロセスを通じて、クライアントと
の援助関係を当初から築いておくことが重
要とされる(7)。その際には、形式ばらないイ
ンタビューやグループ・ディスカッション等
の手法を用いて、クライアントが自分自身で
問題を考えるという感覚を味わわせること
になる。クライアントに対する質問例として
は次のようなものが挙げられる(8)。 
(ⅰ) 何が起きているのか話してください 
(ⅱ) それについてどのように感じましたか 
(ⅲ）どうしてそのようなことが起こったと
思いますか 
(ⅳ）あなたは次にどうするおつもりですか 
 コンサルタントから発せられる(ⅱ)～
(ⅳ）の質問によって、クライアントは、(ⅰ)
で語られた出来事を、新たな視点で眺めるこ
とができるようになるのである。 
  シャインは、以上のような三つのモデルを
提示しているが、PC の適用のみを奨励してい
るわけではない。彼は、援助プロセスを始め
る場合には、常に PC モードで始めなければ
ならないが、コンサルタントは、一瞬一瞬に
どの役割をとり、どの援助モデルを用いるか
を選択しなければならず、クライアントが直
面している問題のタイプの特性を見極めて、
どのモデルを適用するかを判断すべきだと
している。具体的には、クライアントにとっ
て問題・解決方法が明確でない場合は PC モ
デル、クライアントにとって問題が明確だが
解決法が定かでない場合には医師－患者モ
デル、クライアントにとって問題・解決方法
が明確な場合には専門家モデルが適用され
るとしている(9)。 
 シャインの著作のタイトルが示すように、
PC のモデルは組織開発における一定の役割
を果たすものとして提示されている。組織開
発（organizational development：OD）とは、

行動科学的な観点から、組織変革を体系的か
つ計画的に行う総合的な手法であり、個人の
開発を通じて組織の開発をめざすことを言
う(10)。シャインによれば、PC は、どのような
OD や学習においても、その始まりから全経過
を通して、起こっている主要な活動の一つで
あり(11)、組織のコンサルタントだけでなくあ
らゆる種類の援助のためのモデル・原則にな
り得ると言う(12)。 
 PC が組織開発という組織変革の手法を意
図したものであり、かつその手法があらゆる
種類の援助のモデルになり得るのだとする
と、学校における組織変革においても、PC が
有効に機能するものと考えることができる。
しかしながらその一方で、学校が直面してい
る問題のタイプの特性次第では、PC よりも他
のタイプの方法を適用する場面の方が多い
場合もあり得よう。また、その際には、シャ
インが提示するタイプ以外の方法について
も、適用が考えられるかもしれない。 
【註】 
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(5)Schein,E.H., Process Consultation 
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自ら志向する人間を育む。②OD では、組織の
部分的な変革では組織の有効性は高まらな
いと考えており、組織全体の変革を強調する。
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